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〔研究ノー ト〕
わが国企業における環境情報開示の周辺
松尾幸正
I はじめに
企業活動が環境に与える負荷を極力減らすことによって経済の持続的発
展を保証する手段として，生産，販売のみならず，製品の開発・設計，流
通，廃棄などの一連の企業活動が及ぽす環境への影響の定期的な点検・開
示が国際的に急務となっている。こうした状況の下で， 1997年12月には「気
候変動に関する国際連合枠組条約第3回締約国会議」が，わが国の京都に
おいて同月 1日～11日までの1日間にわたって開催された（以下，「京都会
議」という） 1）。
会計規制のレベルでも1993年秋には，アメリカ財務会計基準審議会
(FASB)や国際会計基準委員会 (IASC)が，取り組むべき今後の課題とし
1)「京都会議」開催の契機は， 1980年代後半より深刻な問題としてクローズアップさ
れた気候変動問題に，国際的に取り組むことの必要性の認識が増大してきたのを受
けて， 1992年のリオ・サミットで気候変動問題枠組条約(1994年3月，発効）が採択
されたことにある（通産省 [1997]）。
同会議の成果は， 2000年以降における先進国の温室効果ガスの排出削減目標を定
める法的文書が「京都議定書」の形で採択されたことにある。主な採択内容は次の
通りである（環境庁 [1997b]）。
① 対象ガス
二酸化炭索(COふメタン(CHふ亜酸化窒素(N20)，ハイドロフルオロカーポ
ン(HFら），パーフルオロカーポン(PFCs)，六フッ化硫黄 (SF.）の6種類。
150 (150) 第 43巻第 1 号
て環境会計を指摘していた2)。しかし．米国証券取引委員会 (SEC)の環境
情報開示規制を除けば，会計報告の領域で環境保護に関する情報開示を定
めた基準は皆無に等しい。
ところが，近年，内外で環境監査の導入に向けた動きが急速に具体性を
帯ぴつつある。わが国では1993年（平成5年） 11月12日に，新たな環境行
政の柱として「環境基本法」が成立した。基本法の精神は，将来の世代ま
で環境の恩恵を受けられるように，環境を保全することにある。また，同
法では国．自治体．企業．国民まですべての主体が環境保全に努める責務
があることを規定している。
環境基本法の成立に先立って，経済団体連合会ー以下「経団連」という一
をはじめいくつかの団体が．環境保全活動に向けた企業行動を調査してい
る。
そこで，本稿では，企業の環境行動に関する開示を取り巻く状況の進展
を各種調査に基づいてフォローしよう。本稿の目的は．環境情報開示の前
提として企業における環境保全に対する取り組みが着実に進展している状
② 目標期限
2008-2012年の 5年間
③ 数量目標
CO2, CH.,応0の3ガスについては1990年水準を基準とし， HFCs,PFCs, 
SF．の 3ガスについては1995年水準を基準として，二酸化炭索換算での総排出量
を少なくとも 5％削減する。
国別削減目標として，日本6％減，米国 7％減， EU8％減。
④ 排出権取引及び共同実施
他国との排出権取引や共同実施を認める。排出権取引の実施方法については，
次回締約国会議 (1998年11月，アルゼンチン）以降，早急に決定する。
2) FASBのペレスフォード会長は， FASBが将来的に取組みを予定しているプロジ
ェクトに環境負債会計があることを表明し (Beresford[1993]），デロイト・トウシ
ュのパンクーバー事務所パートナー，ペル・カナダのCFO,Robin H. Harding氏
は， 1993年9月26日から29日までカナダのパンクーバーで開かれた第13回アジア・
太平洋会計士連盟<CAPA>大会において， IASCが今後取り組む会計分野とし
て，環境会計と不確定及び偶発損失•利益の会計を挙げた（澤 [1994] ）。
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況を明示することにある。
1 経済団体連合会の調査報告
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わが国産業界の行動に重要な指針を提供している経団連は地球温暖化，
熱帯林の減少，酸性雨，砂漠化等の地球環境問題が深刻の度を増し始めた
1991年4月に，経済成長と環境保全の両立を求めて前文，基本理念およぴ
11分野24項目の行動指針から成る「地球環境憲章」を策定・公表した後，
一連の環境保全活動を展開している。
経団連は「地球環境憲章」を策定・公表後，各企業における同憲章の遵
守状況を調べるために，会員企業を対象に調査し，その結果を『地球環境
の保全を目指して一経団連地球環境憲章のフォロー・アップに関するアン
ケート調査結果の報告ー』と題して， 1992年5月に公表した3)。経団連調査
報告書は， 2部で構成されていて，第 1部では「経団連地球環境憲章の遵
守状況」が，第 2部では「地球環境保全に係る主要業界の取組み概要」が
調査されている。第 1部は「経団連地球環境憲章の活用について」から「自
社の規定等の遵守状況に関する監査について」まで， 7項目から構成され，
第2部は電力業界にはじまって，金融業界まで20業界の取組み状況が報告
されている。このうち，第 1部「経団連地球環境憲章の遵守状況」から主
要な調査結果を取り上げると次の通りである。
・経団連地球環境憲章の活用状況
(1)環境問題についての社内広報に活用した。
(2)社としての憲章作成に際し活用した。
(3)社内体制整備に活用した。
3)同調査の回答状況は次の通りである。
対象企業 948社
回答企業 540社
回収率 57.0% 
32.0% 
10.4% 
28.7% 
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(4)活用していない。 15.9% 
(5)その他 13.0% 
・経団連地球環境憲章と同趣旨の社内憲章・指針等の制定状況
（1)同憲章を契機に制定した。 8.0% 
(2)従来より制定している。 9.4% 
(3)同恵章を契機に既存の社内憲章を改定した。 1.7% 
(4)制定・改定の方向で準備中 31.1% 
(5)制定していない 36.9% 
(6)その他 13.3% 
・環境負荷要因の削減等に関する目標・計画の設定状況
(1)同憲章を契機に策定した。 0.7% 
(2)従来より策定している。 31.1% 
(3)同憲章を契機に目標を改定・拡充した。 1.3% 
(4)策定・拡充の方向で準備中。 15.4% 
(5)策定していない。 44.8% 
(6)その他。 6.7% 
・自社の規定等の遵守状況に関する環境監査の実施状況
(1)同憲章を契機に監査体制を整備した。 0.6% 
(2)従来より実施している。 34.6% 
(3)同憲章を契機に監査体制を強化した。 0.7% 
(4)監査体制を整備・強化する方向で準備中。 14.4% 
(5)監査体制を整備していない。 41.7% 
(6)その他。 8.0% 
以上の結果から，調査時点における企業の環境問題への取り組み状況と
して，約7割の企業が経団連地球環境憲章を活用していて，約半数の企業
が環境負荷要因の削減等に関する目標・計画の設定，ないしは環境監査の
実施，整備，強化に同憲章の活用を具体化していることが指摘されうる。
このことは，この時点において，すでに企業の環境保全活動が相当浸透し
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ていることを意味している。
企業活動を取り巻く環境規制の進展に応じて，同連合会は1996年7月16
日に①地球温暖化対策，②循環型経済社会の構築，③環境管理システムの
構築と環境監査，および④海外事業展開にあたっての環境配慮の 4項目か
らなる「経団連環境アピールー21世紀の環境保全に向けた経済界の自主行
動宣言ー」を発表し，同年9月9日には①基本的考え方，②廃棄物の排出
削減・リサイクルの推進に向けて，③産業廃棄物処理施設整備の促進，④
不法投棄・不適正処理防止策について，およぴ⑤不法投棄の原状回復から
なる「循環型社会の構築に向けた課題ー廃棄物対策の促進に向けて一」を
発表している 4)。また， 1997年6月17日には，環境アピールに沿って「経団
連環境自主行動計画」を取りまとめ，各業界に呼ぴかけている。この呼ぴ
かけに呼応して， 36業種， 137団体が行動計画を策定した。この行動計画は
毎年定期的にレビューすることになっていて，これにより産業界が環境対
策を継続的に改善し続けていくことが期待されている叫
経団連による環境保全に向けたこうした一連の活動は，「京都会議」の目
的である気候変動問題解決のための国内における産業界の自主的取組みと
して位置付けることができる。
2 環境庁調査報告
環境庁は経団連による「経団連・地球環境憲章」の制定をもとに多くの
企業が環境問題に新たな取り組みを開始している状況を受けて，平成3年
以来毎年継続して「環境にやさしい企業行動調査」を実施している。平成
4)環境保全に向けた経団連の提言の詳細につては，経団連 [1996a]および [1996b]
を参照されたい。
5)「経団連環境自主行動計画」については，経団連 [1997]を参照されたい。
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4年度調査では，次のような調査結果が示されていた（環境庁 [1993])6)。
・環境問題担当組織設置企業： 69.1%
・環境問題担当組織の機能
規制基準の遵守を徹底
社員の環境保全意識の向上
社内環境目標の徹底
環境に関する内部点検を実施
77.9% 
77.1% 
65.4% 
52.2% 
生産計画，商品設計時における環境への配慮 40.8% 
環境保全活動の社外広報 39.1% 
・事業に直接関わる「環境に優しい企業行動」の実施段階
事務段階 77.7% 
廃棄段階 66.1% 
製造段階 65.0% 
技術・製品開発段階 57.0% 
流通段階 45.1% 
・環境に関する経営方針を既に制定しているか，または平成4年度中に制
定を予定している企業： 43.4%
環境庁調査報告から，乎成4年時点での環境問題に対する企業の取り組
み状況として，次の諸点を指摘できる。
① 7割の企業が環境規制基準遵守の徹底ないしは環境保全意識の向上を
目的として担当組織を設置している。
② 65％以上の企業が製造，廃棄，事務の段階で環境配慮行動を実施して
いる。同報告は，技術・製品開発段階および流通段階で環境配慮行動を
6)同調査の回答状況は次の通りである。
調査時期 平成4年11月
調査対象 証券取引所1部・ 2部上場企業2080社
有効回収数 528件
有効回収率 25.4% 
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実施している企業が平成3年度調査よりも増えていることを明らかにし
ている。
③ 環境に関する経営方針制定企業は過半数を割っているが，平成 3年度
調査よりは増大していることを，同報告は明らかにしている。
環境庁平成 4年度調査結果は，経団連が1992年5月に公表した上記の調
査結果に襄付けを与える機能を果たしている。
その後平成 8年に実施されている同調査では叫次の結果が判明してい
る（環境庁 [1997a]）。
① 環境に関する経営方針を制定している企業（上場企業）が平成4年度
(43.4%) に比して，平成8年度には48.3％に増大している。
② 半数以上の企業が「分別の徹底・リサイクルの推進」，「紙の使用量の
削減」等，環境保全や環境負荷低減に取り組んでいる。
③ 上場企業の約3割，非上場企業の約 2割がISO環境マネジメントシス
テム規格に関する認証を取得または取得予定であり，発行後数ヶ月にし
て積極的な対応がみられる。
④ 上場企業の 3割近くが環境保全支出（投資額・経費）を把握している。
把握の目的は「自主的な環境管理における目標実行に伴う支出額の管
理」，「規制強化等による環境対策の支出額の管理」，「環境報告書等によ
る情報提供」等である。
⑤ 上場企業の約6割，非上場企業の約7割が地球温暖化防止のための排
出抑制の必要性を認識している。
環境負荷低減に向けた企業の取り組みは殊の外積極的で，同庁による平
成6年度の同調査でも，製造業およぴ電気・ガス供給業における技術・製
品開発段階で最も多くの企業が取り組んでいるのが「環境負荷の小さい製
7)調査対象・上場企業 (2,310社）
・従業員数500人以上の非上場企業 (4,044社）
回答状況・上場企業973社（回答率42.1%)
・非上場企業1,593社（回答率39.4%)
156 (156) 第 43巻第 1 号
品の開発・設計」 (51.6%）であり， また製造段階で最も多くの企業が取り
組んでいるのが「産業廃棄物の減量化」 (72.0%）である（環境庁 [1995],
291-292頁）。環境庁によるこうした企業環境行動調査は，企業における環
境保全に対する取り組みの着実な進展を如実に示している。
3 社会関連会計学会実態調査
日本社会関連会計学会・社会関連会計実態調査委員会が1991年（平成 3
年） 12月に東証・大証 1部上場企業1157社を対象に実施した調査でも（山
上・飯田 [1994],180-185頁）B), 下記のように環境保全活動，とりわけ資
源・エネルギーの節約およぴ大気汚染・水質汚濁の防止に，非常に積極的
な企業の姿勢が現れている。
環境保全活動実施会社
実施している環境保全活動の内容
資源・エネルギーの節約
大気汚染•水質汚濁の防止
87.9% 
80.0% 
74.0% 
資源のリサイクル 58.8% 
工場・事務所の緑化・美観の改善 57.6% 
環境に優しい製品の開発 46.7% 
自社製品の使用・消費から生ずる廃棄物の処理 42.4% 
汚染・破壊された環境の復元 15.8% 
環境保全活動を実践する理由は主として社会への貢献 (84.9%)にあり，
次が社会的イメージの向上 (54.6%）である。
環境保全に向けた企業の積極的な取り組みは，今B,電気機器業界をは
じめとする多くの企業における環境監査の導入として現れている叫問題
8)同調査の回答会社は165社（回答率14.3%）である。
9) 20年以上にわたって環境監査を実施している日本電気聡の環境管理システムの詳
細については，環境管理・監査システム研究会 [1994]を参照されたい。
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は，そうした企業の環境行動に関する情報開示である。
社会関連会計実態調査委員会の調査によれば，環境保全活動に関するわ
が国企業の開示意識および開示媒体は次の通りである。
・環境保全活動開示意識
法令の有無に関わらず積極的に開示 42.4% 
法令の範囲でのみ開示 21.8% 
検討中 13.3% 
開示の予定なし 17.0% 
・開示メディア
会社案内 51.5% 
マスコミを通して 42.4% 
年次報告書 24.9% 
特別の報告書 7.3% 
その他 11.5% 
調査は，わが国企業の過半数が自社の環境活動を開示しているが，開示
の情報媒体として年次報告書を活用している企業は少ないことを示してい
る。
こうしたわが国企業の環境情報開示行動に比べて，アメリカ企業は環境
情報を開示する媒体として，年次報告書を積極的に活用している。アメリ
力企業フォーチュン誌掲載上位50社の1990年度年次報告書における開示実
態調査が，このことを明示していた。同調査の内，回答会社45社の環境保
全活動に関する開示実態は次の通りであった。
環境関連情報開示会社
記述情報 89% 
金額情報 38% 
平均 63% 
金額情報開示会社は38％と少ないものの，記述情報開示会社が約90％と
多いのは，わが国企業に比べたアメリカ企業の情報開示に対する積極的姿
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勢が， SECレギュレーションS-Kにおける環境情報開示規制との相乗効
果を齋したものと解釈し得よう。
アメリカ企業の環境情報開示とわが国のそれを比較するとき，わが国企
業が環境情報開示にどのような効果を期待しているのかが問題になる。上
記調査によれば，次のような結果が示されている。
環境情報開示に期待する効果
社会的イメージの向上 80.6% 
従業員の士気向上 20.6% 
成長率の上昇（売上高の増大） 7.3% 
株価の上昇 5.5% 
市場占有率の上昇 4.9% 
ー株当たり利益の増大 1.8% 
資金調達力の向上 1.8% 
社会関連会計学会実態調査から明らかなのは，調査当時，わが国企業は
環境保全活動を主として社会的イメージを引き上げるために実施し，情報
開示はそのための手段としてしか捉えていない。言い換えれば，環境情報
開示は広告 (PR)のための一手段にしかすぎない，ということである。
その後わが国企業でも，環境庁の平成 8年度調査で示されていたように，
企業活動を管理する目的から環境保全支出を把握している企業が増えてき
ており，それに伴って環境報告書を企業財務内容に関する報告書とは別に
作成している企業が現れ始めている（勝山 [1997])IO)。
4 トーマツ環境情報開示調査
監査法人トーマツの環境コンサルティング・グループは，平成5年4月
期から平成6年3月期のわが国上場会社の営業報告書における環境情報の
10)勝山教授はそうした企業としてキャノン， リコー ，コニカ，富士通， H本電気，
日本IBM, ソニー ，東京電力があることを紹介されている。
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開示状況を調査している（トーマツ［1995]）。
調査に際し，「環境に関する記載」を「企業の環境への配慮が示されてい
たり，環境問題の認識，環境保護の重要性に対する理解が見受けられる言
及があること」と定義付けたうえで（トーマツ［1995], 3頁），調査対象期
間の営業報告書における環境記載状況を集計している。記載内容に関する
調査によると，次のような結果が示されている（トーマツ［1995], 5頁）。
社会や業界の状況 64社 (2.9%)
環境に関する規制や条約 17社 (0.8%)
環境に関する経営方針 44社 (2.0%) 
環境管理システム 14社 (0.6%)
教育・啓蒙 7社 (0.3%)
環境事業 51社 (2.4%)
環境負荷を低減した製品 67社 (3.1%)
技術開発 11社 (0.5%)
設備投資 35社（ 1.6%)
今後の課題 152社 (7.0%)
その他 13社 (0.6%)
計 304社 (14.0%)ll) 
調査当時では，環境情報記載企業のなかでも半数が「今後の課題」とし
て開示するに止まっている。そうした状況の下でも，「環境事業」や「環境
負荷を低減した製品」については，積極的な記述が目に付く， と同調査は
指摘している（トーマツ [1995], 4頁）。
業種別では，パルプ・紙 (59.1%），石油•石炭製品 (53.8%），電気・
ガス (68.4%) と環境に強い負荷を与える業種で割合が高い。企業数では
化学・医薬品業界が最も多く (41社， 20.8%），記載割合も乎均 (14.0%)
より高い（トーマツ［1995], 5頁）。
11)調査対象2,168社に対する割合を示す。
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特筆すべき事例として， 日本化薬のケースが挙げられている。同社は営
業報告書において同社の工場跡地再開発調査に際して，過去の生産活動に
起因する重金属等の汚染が判明したとして，その対策のために地元自治体
と協議のうえ地域住民に説明会を実施中，とのマイナス情報を開示し（トー
マツ [1995],62頁），この対策のために土壌処理・浄化費用を引当計上した
結果，平成5年度の税引前利益が平成6年度には税引前損失となったこと
が報告されている（トーマツ [1995], 4頁）。
また，同調査は，バルディーズ研究会による平成2年度調査結果と対比
している。その結果，平成5年度には環境情報記載企業数が平成 2年度よ
りほぼ100社増加している。不況による業績悪化企業が多い状況下で，こう
した傾向は，同調査報告も指摘しているように，環境問題に対する社会的
関心の高まりを反映しているといえよう。
5 トウシュ・トーマツ環境報告書調査
本調査は日米の代表的な会計監査法人である DeloitteToucheとトーマ
ツが設立した DeloitteTouche Tohmatsu International (DTTI)が，ヨ
ーロッパ，北米，日本を対象として，独立した環境報告書を作成している
企業から回答を得た70社の環境報告書を分析したものである12)0 
調査の結果， DTTIは次のような成果を報告している (pp.5-9,46)。
① 環境上のパフォーマンスが事業にとって，競争およぴ戦略上の要件に
なるにつれて，会社はもはや従来の利己的安全性に頼っているわけにわ
いかない， ということをリーディングカンパニーは認識するようになっ
t:. 
~o 
② FASB5やSSAP18のように偶発債務を扱っている会計基準は，会社
が環境修復のために代償を払わねばならない可能性を黙示している。現
12) 70社の内訳は，ョーロッパ39社，北米24社．日本7社である (DTTI[1993) pp.13 
-14)。DTTI報告書からの引用については，本文中に引用頁のみを括弧書きする。
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に，この可能性が日増しに高まっている。
③ 会社は業績を環境上のパフォーマンスに関する広範な指標に関連させ
て報告し始めている。
④ いくつかの会社は，年次報告書及び財務諸表を環境報告のための主要
な媒体として使い始めている。たとえば，デンマークの指導的な地位に
ある醸造会社， Carlsberg は1991/92年度年次報告•財務諸表の冒頭に，
10頁に及ぶ環境特集を掲載するのが適当と判断した。
⑤ 世界的な規模で高まる持続可能な開発への要求は，会社環境パフォー
マンスを独立して報告することへの要求を確実に増やしている。持続可
能な開発によって導入される新しいアカウンタビリティを達成するに際
して，報告会社の成功度を評価するのにそうした報告が必要になってい
る。
⑥ 将来，環境報告の主たる理由として，競争上の有利性が重要な要因に
なる。
⑦ 持続可能な開発を報告するに際して，二つのキー概念が特に重要であ
る。第ーは統合の概念である。それはすべての利害関係者，すなわち投
資家，債権者，環境上のインパクトによって影響を受ける人々，その厚
生が会社によって影響される従業員，地城住民にとって意味のある情報
を集めることを意味している。第二のキー概念は相互関連性である。そ
れは会社の活動が環境，持続可能な経済開発および生活の質といかに関
連しているのかを示すことである。
⑧ 会社は環境債務を含む偶発債務を，年次報告書と財務諸表に報告せね
ばならない。
⑨ 記述的情報で終始している報告書はもはや受け入れられなくなりつつ
あると同時に，数量化の度合いを高めることが今後求められるだろう，
との確信をどの回答者も益々強めていた。
⑩ 最新の利用可能な情報が，企業が活動する各国で各設備ごとに重要な
排出，放出，廃棄別に提供されるべきである。
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以上のような調査結果として， DTTIは，今後，持続可能な開発に関す
る報告では会社の財務上の状態と環境上の状態が統合して表示され，それ
によって会社が利害関係者の経済状態に及ぽす影響を明らかにする方向に
移行するであろうことを予測している (p.49)。
DTTI調査は， 日米欧のリーディングカンパニーが現実に公表している
環境報告書を基礎としているだけに説得力があり，それだけ及ぼす影響が
大きいものと予想される。
6 グリーン調達
企業，自治体，環境NGOなど500団体が「グリーン購入ネットワーク」
を組織し， 1996年11月に「グリーン購入基本原則」を公表して，環境に配
慮した製品を優先的に購入する際の基本的ガイドラインを提示している。
「グリーン購入基本原則」は，次の項目から構成されている (GPN[1996]）。
たとえば「環境汚染物質等の削減」については，環境や人の健康に被害を
与えるような物質の使用及ぴ放出が削減されていること， としている。
①「製品ライフサイクルの考慮」
①-1.「環境汚染物質等の削減」
①-2.「省資源・省エネルギー」
①-3.「持続可能な資源採取」
①-4.「長期使用可能」
①-5.「再使用可能」
①-6.「リサイクル可能」
①-7.「再生索材等の利用」
①-8.「処理・処分の容易性」
②「事業者の取組みへの配慮」
③「環境情報の入手・活用」
こうした基本原則をもとに，グリーン購入ネットワークは製品分野別購
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7 事例研究ーNECの例を中心として一
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NECは1970年初頭に環境管理組織を設置して以来，環境保全に積極的
に取り組んでいる 13)。同社は， NECにおける環境管理の“基本法”ともい
える全14章から成る環境管理規定を定めている。同規定は次のような内容
から構成されている（環境管理・監査システム研究会 [1994],22頁）。
第1章総則
第2章環境理念及び行動指針
第3章環境管理の活動単位及ぴ組織
第4章環境管理の運営
第5章規定の制定・改定
第6章環境管理計画
第7章環境管理活動
第8章異常時の措置
第9章環境アセスメント
第10章環境監査
第11章教育・啓発
第12章協力会社の支援
第13章環境保全製品の製造
第14章地域調和
こうした基本方針に基づいて同社はエコ・アクションプランを公表して
いるが， 1996年には『NECエコ・アクションプラン21』(1996年度版）が，
朝日新聞社主催の1996年度「企業の社会貢献」賞「環境保護」賞を受賞し
ている。そこでは環境配慮型製品開発，省エネルギー，省資源，回収・再
13) NECの環境対応については，環境管理・監査システム研究会 [1994]に詳しい。
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資源，排出物削減，及ぴ発生源対策の目標値と実績値を示し，環境マネジ
メントシステムとして各サイトの 1S014001認証取得目標年限が明示され
ている。
このほか， 1997年度の同プランには，それらの項目に加えて前項のグリ
ーン購入への対応が明示されている。すなわち，そこには生産用ならびに
オフィス用グリーン購入体制の積極的展開方針が示されているのである。
NEC東北の同プランでは， 2,000年までにグリーン調達対象品の導入率を
100％に引き上げる，との目標値が明示されている。
おわりに
1S014000シリーズの発効，「京都会議」における温室効果ガス排出削減に
向けた法的文書の採択等，来るべき時代を「環境時代」と言っても過言で
はない環境が整ってきた。このことは環境への配慮なしに，いかなる営み
も許されなくなりつつあることを意味している。その際，行為の主体が法
人か否か，公的か否かは問われる問題ではない。
本章で取り上げた各種の調査・方策は，こうした状況下でわが国企業に
とっても，環境問題への対応が経営戦略上の最重要課題となりつつある現
状を明示している。
問題は企業の環境行動に関する情報開示であり，当該情報を比較可能に
するためのガイドラインないしはフレームワークである。
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